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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第２四半期
連結累計期間

第40期
第２四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （百万円） 33,213 32,456 68,055

経常利益 （百万円） 4,950 5,055 10,936

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 3,377 3,445 6,276

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,806 3,095 7,216

純資産額 （百万円） 39,977 42,691 41,839

総資産額 （百万円） 52,464 55,773 56,435

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 61.70 62.90 114.61

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 61.43 62.62 114.10

自己資本比率 （％） 75.5 76.0 73.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,481 3,135 9,871

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △538 △898 △1,643

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,182 △1,474 △1,761

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 26,225 30,732 29,956

 

回次
第39期

第２四半期
連結会計期間

第40期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年７月１日
至　2020年９月30日

自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 35.36 35.26

（注）⒈　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

⒉　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっています。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動については次のとおりです。

 

（ネットビジネス・セグメント）

　当第２四半期連結会計期間において、㈱アムリンクを設立し、連結子会社としています。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

(１)財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績

　当第２四半期連結累計期間における日本経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種の普及とともに新規

感染者数が減少傾向となり、景気は徐々に改善する兆しはあるものの、先行き不透明な状況が続いています。

　電子書籍市場は、海賊版サイトの影響が市場拡大の阻害要因となり成長速度が緩やかになっていますが、成長基

調が継続しています。

　IT関連市場は、景気の先行き不透明感から設備投資に慎重な企業がある一方で、働き方改革や人材不足への対応

を背景に、業務効率化や生産性向上等を目的としたIT活用の需要が拡大し、堅調に推移しています。

　このような経営環境において、当社グループは中期経営計画（2020年４月～2023年３月）の基本方針である[成

長の追求]と[成長を支える経営基盤の継続的強化]のもと、電子コミックとヘルスケアを重点事業として継続成

長、サービス化の推進、共創の積極的推進（M&A、海外展開）等の施策に取り組んでいます。

　また、11月に予定する本社移転の準備については、各種費用の圧縮に努め計画どおりに進捗しています。

　以上の結果、当社グループの経営成績は、売上高32,456百万円（前年同四半期比2.3％減）、営業利益4,998百万

円（同1.6％増）、経常利益5,055百万円（同2.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益3,445百万円（同

2.0％増）となりました。

 

　セグメント別の業績は次のとおりです。

 

ａ．ネットビジネス・セグメント

　当第２四半期連結累計期間のネットビジネス・セグメントは、売上高は21,399百万円（前年同四半期比3.8％

減）、営業利益は4,146百万円（同8.4％増）となりました。

　電子コミック配信サービスは、海賊版サイトの影響や電子コミック市場の競争激化による影響を受けた他、前期

の外出自粛による特需が剥落しました。一方、データ分析結果により広告を最適化し、増益となりました。

　また、同サービスのシステム等に関する企画・開発を行う㈱アムリンクを㈱Link-Uとの共同出資により設立しま

した。

 

ｂ．ITサービス・セグメント

　当第２四半期連結累計期間のITサービス・セグメントは、売上高は11,056百万円（前年同四半期比0.7％増）、

本社移転関連費用270百万円を同セグメントの業績に計上し、営業利益は846百万円（同22.2％減）となりました。

　ヘルスケア事業では、放射線部門向けシステムの業容拡大に向けた検討を進めた他、働き方改革の進展により

ニーズが高まっている就業管理システムの拡充と販売強化等に取り組みました。また、シンガポールの企業と業務

提携し薬剤情報システムの東南アジア向けの販売を強化しました。

　同セグメントでは、コロナ禍の影響を受けつつも営業活動等を工夫し、病院向け及び企業向けともに堅調に推移

しました。

 

②　財政状態

　総資産は、売上債権の減少等により、前連結会計年度末と比較して661百万円減少し、55,773百万円となりまし

た。負債は、支払債務及び未払法人税等の減少等により、前連結会計年度末と比較して1,514百万円減少し、

13,082百万円となりました。また、純資産は、利益剰余金が「収益認識に関する会計基準」の適用による期首利益

剰余金の減少及び配当の支払等により減少する一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により前連結会

計年度末と比較し852百万円増加し、42,691百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の73.5％から76.0％に上昇しました。
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(２)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は30,732百万円となり、前連

結会計年度末より775百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主たる増減要因は以下のとお

りです。

 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　営業活動によって得られた資金は3,135百万円（前年同四半期は4,481百万円）となりました。これは主に税金等

調整前四半期純利益5,011百万円（同4,945百万円）及び売上債権及び契約資産の減少2,154百万円（同786百万円）

等により増加し、法人税等の支払3,174百万円（同1,652百万円）等により減少したものです。

 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　投資活動に使用した資金は898百万円（前年同四半期は538百万円）となりました。これは主に無形固定資産の取

得による支出405百万円（同303百万円）及び投資有価証券の取得による支出405百万円（同157百万円）等によるも

のです。

 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　財務活動に使用した資金は1,474百万円（前年同四半期は1,182百万円）となりました。これは主に配当金の支払

1,478百万円（同1,149百万円）によるものです。

 

(３)研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は73百万円です。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 230,400,000

計 230,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2021年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 57,600,000 57,600,000
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数　100株

計 57,600,000 57,600,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年７月１日～

2021年９月30日
－ 57,600,000 － 1,590 － 1,442
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（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

帝人㈱ 大阪府大阪市北区中之島３丁目２番４号 31,760,000 57.98

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託

口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,017,600 5.51

㈱日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,349,900 4.29

インフォコムグループ従業員持株会 東京都渋谷区神宮前２丁目34番17号 1,178,612 2.15

QUINTET PRIVATE BANK (EUROPE) S.A.

107704

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG

（東京都港区港南２丁目15番１号）
821,200 1.50

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY

10286, U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15番１号）

517,735 0.95

㈱日本カストディ銀行（信託口９） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 466,000 0.85

㈱かんぽ生命保険

（常任代理人　㈱日本カストディ銀行）

東京都千代田区大手町２丁目３番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
460,000 0.84

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY

10286, U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15番１号）

453,900 0.83

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG

(FE-AC)

（常任代理人　㈱三菱UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

339,563 0.62

計 － 41,364,510 75.52

（注）　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）　2,967,400株

㈱日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　2,345,200株

㈱日本カストディ銀行（信託口９）　　　　　　466,000株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,826,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 54,760,000 547,600 －

単元未満株式 普通株式 13,300 － －

発行済株式総数  57,600,000 － －

総株主の議決権  － 547,600 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式800株（議決権８個）を含みます。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

インフォコム㈱

東京都渋谷区神宮前

２丁目34番17号
2,826,700 － 2,826,700 4.91

計 － 2,826,700 － 2,826,700 4.91

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 29,956 30,732

受取手形及び売掛金 12,502 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 10,437

棚卸資産 ※１ 167 ※１ 192

その他 1,345 2,035

貸倒引当金 △7 △5

流動資産合計 43,964 43,392

固定資産   

有形固定資産 1,054 757

無形固定資産   

ソフトウエア 1,592 1,680

その他 47 34

無形固定資産合計 1,639 1,715

投資その他の資産   

投資その他の資産 9,974 10,120

貸倒引当金 △198 △211

投資その他の資産合計 9,776 9,908

固定資産合計 12,471 12,381

資産合計 56,435 55,773

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,975 4,574

未払法人税等 2,729 1,476

賞与引当金 1,402 1,025

その他の引当金 － 15

その他 5,133 5,744

流動負債合計 14,241 12,836

固定負債   

退職給付に係る負債 16 23

その他 338 222

固定負債合計 355 245

負債合計 14,596 13,082

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,590 1,590

資本剰余金 1,556 1,559

利益剰余金 37,479 38,646

自己株式 △795 △794

株主資本合計 39,829 41,001

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,827 1,452

為替換算調整勘定 △153 △81

その他の包括利益累計額合計 1,673 1,370

新株予約権 228 226

非支配株主持分 107 93

純資産合計 41,839 42,691

負債純資産合計 56,435 55,773
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 33,213 32,456

売上原価 16,780 16,770

売上総利益 16,432 15,685

販売費及び一般管理費 ※１ 11,511 ※１ 10,687

営業利益 4,920 4,998

営業外収益   

受取利息及び配当金 38 52

持分法による投資利益 6 7

為替差益 0 －

その他 3 2

営業外収益合計 49 62

営業外費用   

支払利息 0 0

為替差損 － 1

パートナーシップ損失 19 0

株式報酬費用消滅損 － 3

その他 0 0

営業外費用合計 19 6

経常利益 4,950 5,055

特別利益   

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 3 44

貸倒損失 1 －

その他 0 －

特別損失合計 5 44

税金等調整前四半期純利益 4,945 5,011

法人税等 1,589 1,616

四半期純利益 3,355 3,394

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △22 △50

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,377 3,445
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益 3,355 3,394

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,520 △374

繰延ヘッジ損益 △0 －

為替換算調整勘定 △69 74

その他の包括利益合計 1,451 △299

四半期包括利益 4,806 3,095

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,838 3,142

非支配株主に係る四半期包括利益 △31 △47
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,945 5,011

減価償却費 482 669

株式報酬費用 59 18

のれん償却額 102 －

引当金の増減額（△は減少） △548 △366

受取利息及び受取配当金 △38 △52

支払利息 0 0

投資有価証券評価損益（△は益） 3 44

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 786 2,154

棚卸資産の増減額（△は増加） 88 △40

仕入債務の増減額（△は減少） 387 △367

その他 △173 △815

小計 6,094 6,253

利息及び配当金の受取額 41 56

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △1,652 △3,174

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,481 3,135

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △77 △87

無形固定資産の取得による支出 △303 △405

投資有価証券の取得による支出 △157 △405

その他 △0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △538 △898

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △28 △23

配当金の支払額 △1,149 △1,478

その他 △4 28

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,182 △1,474

現金及び現金同等物に係る換算差額 △26 13

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,734 775

現金及び現金同等物の期首残高 23,491 29,956

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 26,225 ※１ 30,732

 

EDINET提出書類

インフォコム株式会社(E05272)

四半期報告書

12/20



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　当第２四半期連結会計期間より、㈱アムリンクを新たに設立したため、連結の範囲に含めています。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

 

１．電子コミック購読の際の購入ポイントに係る収益認識

従来、ポイント購入時に全額を収益として認識していましたが、ポイントに係る収益はポイント使用時ま

たは失効時に認識する方法に変更しました。

 

２．ソフトウェアの請負開発契約等に係る収益認識

従来、ソフトウェアの請負開発契約等に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる契約につい

ては工事進行基準を、その他の契約については工事完成基準を適用していましたが、少額もしくはごく短期

の契約を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しました。

 

また、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定できる場合は、見積り

総原価に対する実際発生割合（インプット法）で算出しています。履行義務の結果を合理的に測定できない場合

は、発生した実際原価の範囲でのみ収益を認識し、少額もしくはごく短期の契約については、完全に履行義務を

充足した時点で収益を認識しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高が668百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益がそれぞれ281百万円増加しています。また、利益剰余金の当期首残高は798百万円減少しています。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることとしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につ

いて新たな表示方法により組替えを行っていません。更に、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基

準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧

客との契約から生じる収益を分解した情報を記載していません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。なお、この変更による四半期連結財務

諸表への影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　棚卸資産の内訳

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2021年９月30日）

商品 7百万円 7百万円

仕掛品 159 184

貯蔵品 0 0

 

２　保証債務

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2021年９月30日）

従業員の銀行借入金に対する保証 1百万円 －百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額

 
　前第２四半期連結累計期間

（自　2020年４月１日
　　至　2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年９月30日）

賞与引当金繰入額 500百万円 607百万円

退職給付費用 58 66

広告宣伝費 6,818 5,477

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表の現金及び預金勘定の金額は一致しています。

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年６月16日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 1,149 21.0 2020年３月31日 2020年６月18日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年10月28日

取締役会
普通株式 利益剰余金 547 10.0 2020年９月30日 2020年11月30日

 

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月15日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 1,478 27.0 2021年３月31日 2021年６月17日
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２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の
末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年10月27日

取締役会
普通株式 利益剰余金 712 13.0 2021年９月30日 2021年11月30日

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
　 （注）２ ネットビジネス ＩＴサービス

売上高      

外部顧客への売上高 22,234 10,978 33,213 － 33,213

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 75 75 △75 －

計 22,234 11,054 33,289 △75 33,213

セグメント利益 3,827 1,088 4,916 4 4,920

（注）⒈　セグメント利益の調整額４百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用です。

⒉　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
　 （注）２ ネットビジネス ＩＴサービス

売上高      

外部顧客への売上高 21,399 11,056 32,456 － 32,456

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 97 97 △97 －

計 21,399 11,154 32,554 △97 32,456

セグメント利益 4,146 846 4,993 4 4,998

（注）⒈　セグメント利益の調整額４百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用です。

⒉　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認

識に関する会計処理方針を変更したため、事業セグメントの利益または損失の算定方法を同様に変更してい

ます。

　当該変更により、従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間の「ネットビジネス・セグメント」の売

上高は97百万円、セグメント利益は47百万円それぞれ減少し、「ITサービス・セグメント」の売上高は766百

万円、セグメント利益は329百万円それぞれ増加しています。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
ネットビジネス ITサービス

サービス 21,399 1,538 22,937

ストック － 5,432 5,432

フロー － 4,085 4,085

顧客との契約から生じる収益 21,399 11,056 32,456

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 21,399 11,056 32,456

 

 主な内容

サービス

中期経営計画に基づくサービス化に係る売上

・スマートフォンや携帯電話向けの電子コミック配信サービス等

・情報技術を活用した各種サービス等

ストック
継続的に役務を提供する性質の売上

・情報システムの運用・管理・保守サービス等

フロー
請負契約等に基づき計上される性質の売上

・情報システムの企画・開発・製品等

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 61円70銭 62円90銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 3,377 3,445

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
3,377 3,445

普通株式の期中平均株式数（株） 54,750,120 54,772,225

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 61円43銭 62円62銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 241,180 244,251

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －
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（重要な後発事象）

（取得による企業結合）

　当社は、2021年10月27日開催の取締役会において、㈱メディカルクリエイトの株式100％を取得し、子会社と

することを決議しました。なお、以下のとおり、2021年10月29日付で株式を取得しました。

 

（１）企業結合の概要

　①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：㈱メディカルクリエイト

事業の内容　　　：医療機関の放射線部門向けシステムの企画、開発、販売等

②企業結合を行う主な理由

　当社は、中期経営計画（2020年度～2022年度）の基本方針「成長の追求」のもとでヘルスケアを重点事業の

一つとして継続成長に取り組んでいます。

　㈱メディカルクリエイトは、医療機関の放射線部門向けシステムを開発、販売し、全国各地の顧客に対して

高品質なサポートを行っています。

　当社は今後、ヘルスケア事業の主軸として展開する医療機関の放射線部門向けシステムの提供に、㈱メディ

カルクリエイトの製品ラインナップとともに技術力や顧客サポート体制を組み込むことで、売上規模の拡大に

加えサービス品質の向上等が図れると判断し子会社化することとしました。

③企業結合日

　　2021年10月29日

④企業結合の法的形式

　　株式取得

⑤結合後企業の名称

　　変更はありません。

⑥取得する議決権比率

　　100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　　現金を対価として株式を取得することによるものです。

 

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 738百万円

取得原価  738百万円

 

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額

　　　現時点では確定していません。

 

（４）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　　現時点では確定していません。

 

（５）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

　　　現時点では確定していません。

 

 

２【その他】

　第40期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)中間配当については、2021年10月27日開催の取締役会において、

2021年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しまし

た。

(1) 中間配当による配当金の総額 712百万円

(2) 1株当たりの金額 13円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年11月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年11月８日

インフォコム株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 切替　丈晴

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新名谷　寛昌

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているインフォコム株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、インフォコム株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）⒈　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

⒉　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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